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2025年 4月 1日から、保育所等に入れなかったことを理由とする 

育児休業給付金の支給対象期間延長手続きが変わります。 

 

保育所等の利用を申し込んだものの、当面入所できないことについて、 

市区町村の発行する入所保留通知書などにより確認していました。 

 

➢ 2025年 4月 1日より、これまでの確認に加え、保育所等の利用申し込みが、速やかな職場

復帰ために行われたものであると認められることが必要となります。 

 

≪必要書類≫  育児休業給付金の支給対象期間の延長を行う場合は、 

必ず次の書類を延長時の「育児休業給付金支給申請書」に添付してください。 
 

⑴ 育児休業給付支給対象期間延長事由認定申告書 
 

⑵ 市区町村に保育所等の利用申し込みを行ったときの申し込みの写し 
 
 

⑶ 市区町村が発行する保育所等の利用ができない旨の通知 

(入所保留通知書、入所不承諾通知書など) 
 

※市区町村に保育所等の利用申し込みを行う際は、必ず申込書の写し(電子申請で申し込みを行った場

合は、申込内容を印刷したもの、または、申し込みを行った画面を印刷したもの)をとって保管してお

いてください。 

 

≪支給対象期間延長要件≫ ※1～3 すべてを満たす必要があります 
 
 

⑴ あらかじめ市区町村に対して保育利用の申し込みを行っていること 

⑵ 速やかな職場復帰のために保育所等における保育の利用を希望しているものであると公共職業安

定所所長が認めること 

⑶ 子が 1歳に達する日の翌日時点で保育所等の利用ができる見込みがないこと 
 

 

 
 

2025 年 1 月より、希望する離職者のマイナポータルに「離職票」を直接交

付するサービスが開始されております。 

 
「離職票」とは離職者が雇用保険の求職者給付(基本手当等)の受給をするために必要となる書類です。 

2025年 1月 20日から、希望する離職者の方には、マイナポータルを通じてハローワークから直接離職票

を受け取れるサービスが開始されています。 

 

≪このサービスの対象となる条件≫  ※1～3すべてを満たす必要があります 
 

⑴ 事前に届け出ているマイナンバーが雇用保険被保険者番号と適切に紐付いていること 

⑵ 離職者ご自身にマイナポータルと雇用保険 WEBサービスの連携設定を行っていただくこと 

⑶ 事業主より電子申請で雇用保険の離職手続きを行っていただくこと 
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2025年 4月 1日から「出生後休業支援給付金」が創設されます。 
 

子の出生直後の一定期間に、両親ともに（配偶者が就労していない場合などは本人が）、14 日以上の育児休

業を取得した場合に、出生時育児休業給付金または育児休業給付金と併せて「出生後休業支援給付金」を最大

28 日間支給します。 
 

≪１ 支給要件≫ ※1および 2 を満たす必要があります 
 

⑴ 被保険者が、対象期間に、同一の子について、出生時育児休業給付金が支給される産後パパ育休または

育児休業給付金が支給される育児休業を通算して 14日以上取得したこと 
 

⑵ 被保険者の配偶者が、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生日または出産予定

日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日」までの期間に通算して 14 日以上の育児休業

を取得したこと、または、子の出生日の翌日において「3配偶者の育児休業を要件としない場合」に該

当していること 
 

≪２ 支給額≫ 支給額＝休業開始時賃金日額 × 休業期間の日数（28 日が上限）× 13％ 

 

≪３ 配偶者の育児休業を要件としない場合≫ 
 

子の出生日の翌日において、次の１～７のいずれかに該当する場合は、配偶者の育児休業を必要としま

せん。なお、被保険者が父親の場合は、子が養子でない限り、必ずいずれかの事由に該当することとな

りますので、配偶者（母親）の育児休業取得の有無は要件になりません。 
 

⑴ 配偶者がいない 

⑵ 配偶者が被保険者の子と法律上の親子関係がない 

⑶ 被保険者が配偶者から暴力を受け別居中 

⑷ 配偶者が無業者 

⑸ 配偶者が自営業者やフリーランスなど雇用される労働者でない 

⑹ 配偶者が産後休業中 

⑺ １～６以外の理由で配偶者が育児休業をすることができない 
配偶者が日々雇用される者など育児休業をすることができない場合や、育児休業をしても給付金が支給されない場合が

該当します。 

なお、単に配偶者の業務の都合により育児休業を取得しない場合等は含みません。 
 

 

 

≪4 支給手続き≫ 
 

⚫ 出生後休業支援給付金の支給申請は、原則として、出生時育児休業給付金 または育児休業給付金

の支給申請と併せて、同一の支給申請書を用いて行っていただくこととなります。 
 

⚫ 出生時育児休業給付金または育児休業給付金の申請後に、出生後休業支援給付金の支給申請を別途

行うことも可能ですが、その場合は、出生時育児休業給付金または育児休業給付金が支給された後

に申請してください。 

 


